
 

 

ハラスメント防止対策に関する指針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 大北社会福祉事業協会 

特別養護老人ホーム白嶺 
 



1. 基本的な考え方 

 特別養護老人ホーム白嶺は、利用者に対してより良い介護サービスを提供できる環境を

確保するとともに、職場内及び職員と利用者やその家族等との間でのハラスメントを防

止し、介護現場で働く職員が安全で安心して働き続けることができる労働環境を維持す

ることを目的として本指針を定めるものとする。 

 

 

2. ハラスメントの定義 

 本指針では以下をハラスメントとして定義する。 

 

（1） パワーハラスメント 

職場において、職務に関する優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより、職員の就業環境が害される行為で下記のよう

なものをいう。 

① 身体的な攻撃（暴行・障害） 

② 精神的な攻撃（脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい暴言） 

③ 人間関係の切り離し（隔離・仲間外し・無視） 

④ 過小な要求（仕事を与えない、能力とかけ離れた程度の低い仕事を命じる） 

⑤ 過大な要求（業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制・妨害） 

⑥ 個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること） 

 

（2） セクシャルハラスメント 

① 職場での性的な内容の発言（性的な事実関係を尋ねること、性的な内容の情報

（噂）を流布すること、性的な冗談やからかい、性に関する偏見に基づく発

言、個人的な性的体験談を話すことなど） 

      ② 職場での性的な行動（性的な関係を強要すること、性的内容の電話、手紙、メ

ール等を送ること、身体に不必要に接触すること、食事やデートに執拗に誘う

こと、性別の偏見により職務内容を決めること、酒の席でのお酌やデュエット

等の強要など） 

 

（3） マタニティハラスメント等 

① 職場において、職員の妊娠出産及び育児、介護等に関する制度または措置の利

用に関する言動により職員の就業環境を害する行為 

② 職場において、職員の妊娠出産及び育児、介護等に関する制度もしくは措置の

利用の請求等または利用を阻害する行為 

③ 妊娠、出産等に関する言動により職員の就業環境を害する行為 

④ その他、結婚観等に対する誹謗や中傷をする行為 



（4） モラルハラスメント 

     職場内において、言葉や態度等、文書等により、職員の人格や尊厳を傷つけた 

り、精神的な傷を負わせ、職場を辞めざるえない状況に追い込むなど、道徳や倫

理に反し嫌がらせする行為で、職員の就労環境が害される下記のようなものをい

う。 

① 精神的に追いつめる（無視による嫌がらせ、相手を精神的に追い詰める行為を繰

り返し行う、馬鹿にする、わざと嫌味や陰口を言う、馬鹿にしたような視線、見

下したような視線を送る、本人が嫌がるあだ名をつける等） 

② 集団の中に入れないようにする（集団から切り離し孤立させる行為、行事、会

議、ミーティング等に誘わないといった仲間外れ状態を意図的に作る等） 

③ プライベートへの過度な干渉（配偶者や恋人、パートナーのことをしつこく聞き

出す、就業後や休日などのプライベートな時間の行動を把握しようとする、業務

上不要にも関わらず、執拗にプライベートに干渉する行為等） 

 

（5） 介護現場におけるハラスメント 

    利用者、家族等から職員への行為、職員から利用者、家族等への行為で、事業所

内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範

囲を超える下記のようなものをいう。 

① 身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為（物を投げつけ

る・蹴る・唾を吐く等） 

  ② 個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、貶めたりする行為（大声を

発する・怒鳴る・特定の職員（利用者）に嫌がらせする・「この程度できて当

然」と理不尽なサービス（対応）を要求する・事業所外での吹聴・個人情報や画

像、動画等の SNS 等での拡散等） 

  ③ 意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為（必要もな

く手や腕を触る・抱きしめる・あからさまに性的な話をする等） 

  ④ カスタマーハラスメントについては特別養護老人ホーム白嶺 重要事項説明書

「19.ハラスメントの防止対策」にて明示。 

 

 

3. 職場におけるハラスメント対策 

事業所の職員間及び利用者、利用者家族等、取引業者、関係機関の職員との間におい 

て、本指針にて定義したハラスメントが発生しないよう下記の取り組みを行う。 

（1） 円滑に日常業務が実施できるよう、日頃から正常な意思疎通に留意する。 

（2） 所⾧及び役職者においては、ハラスメント防止に十分配慮する。 

（3） 職員研修の実施 

 



4. 相談窓口の設置と相談の取り扱いについて 

 事業所内にハラスメントの相談窓口を設置し、職員間など利用者に関らないものについ

ては「衛生管理者」等の資格を有し実務者として指名されている職員と、全職員の代表

者となっている職員が窓口を担当する。利用者等から職員、職員から利用者等へのハラ

スメントの相談窓口は介護支援専門員（短期入所関係は生活相談員）が担当する。ま

た、所⾧に直接申し出ても差し支えない。 

（1） ハラスメントの相談を受け付けた担当者は、ハラスメントの相談を行った職員が

不利益を被らないよう十分に留意し、所⾧等に改善を勧告する。 

（2） ハラスメントを行ったと指摘された職員については、十分な弁明の機会を保障す

る。 

（3） 職場のハラスメントについては、所⾧及び職種代表者会議での判断（検討）によ

り対応を行う。また、程度に応じて法人に措置を委ねることもある。所⾧及び職

種代表者会議は、その結果等により職場内で新たなハラスメントが発生しないよ

う慎重に判断し対応する。 

 

5. 介護現場におけるハラスメント対策 

 職員による利用者、家族等へのハラスメント及び、利用者、家族等から職員へのハラス

メント防止に向け以下の対策を行う。（契約時の重要事項説明にて） 

（1） 利用者や身元引受人等への周知 

① 事業所が提供するサービスの範囲及び費用 

② 職員に対する金品の心づけのお断り 

③ サービス提供時のペットの保護（ケージに入れる、首輪でつなぐ等） 

④ サービス内容に疑問や不安がある場合や職員からハラスメントを受けた場合は、

（苦情）相談受付窓口である生活相談員または介護支援専門員にご連絡いただく 

⑤ 職員へのハラスメントは行わないこと 

（2） 利用者やその家族等からハラスメントを受けた場合及び、利用者や家族に何らか

の異変があった場合には、介護支援専門員（短期入所利用者は生活相談員）に報

告、相談する。また、所⾧に直接申し出ても差し支えない。 

（3） 介護支援専門員（生活相談員）は、相談や報告のあった事例について所⾧及び職

種代表者と連携、その事実関係に応じて早急な解消に努める。 

（4） 相談や報告のあった事例について問題点や課題を整理し、職種代表者会議で検討

し必要な対応を行う（指示する）。 

（4） 所⾧及び職種代表者会議は、事業所だけでは解決や解消が困難と判断した場合に

は、関係者及び自治体や地域包括支援センター等に相談しその解決を図る。 

（5） 対応にあたっては両当事者のメンタルヘルスと個人情報に十分配慮し、知り得た

情報は守秘義務の範囲とする。また、対応については時系列で記録し保管する。

内容によっては苦情対応に準じ担当者が取り扱う。 



 

6. 職員研修の実施 

 ハラスメント防止のために入職時及び年 1 回は本指針を徹底するなど下記の内容につい

て研修を行う。 

（1）本指針に関すること 

（2）提供する介護サービスの内容に関すること 

① 契約書や重要事項説明書の利用者への説明同意により十分な理解を得ること 

② 介護保険制度や契約の内容を越えたサービスは提供できないこと 

③ 説明をしたものの、十分に理解されていない場合の対応 

④ 金品などの心づけのお断り 

（3） 誤解を招く服装や身だしなみとして注意すべきこと 

（4） 誤解を招かないための接遇態度とコミュニケーション 

（5） 個人情報と守秘義務について 

（6） 利用者やその家族等からの苦情、要望等または不満があった場合には、速やかに報

告、相談すること。また、できるだけその件に関して客観的に記録すること 

（7） ハラスメントを受けたと感じた場合には、速やかに同僚や上司、相談窓口や所⾧に

報告、相談すること 

（8） その他、利用者やその家族等から理不尽な要求があった場合には、できない理由を

適切に説明した後、速やかに相談窓口及び所⾧に報告、相談すること 

 

 

 

7. 他サービスのハラスメント対策について 

 本指針に準じ対応します。 

 

 

 

8. 本指針の閲覧 

 利用者等は求めればいつでも本指針を閲覧することができます。また白嶺玄関ロビー、 

白嶺ホームページにおいていつでも閲覧可能な状態とします。 

 

 

 

 

 

 

 



9. その他 

  本指針にないことは、必要に応じ事業所及び関係機関等、当事者が誠意をもって協議

のうえ定めます。また、本指針に改訂等の必要が生じた場合には、所⾧及び職種代表

者会議の指示により、サービス検討委員会がその対応を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

附則 

この指針は、令和 3 年 4 月 1 日より施行する 

令和 6 年 4 月 1 日改訂 

令和 7 年 7 月 1 日改訂 


